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登録意匠と公知資料及び外国意匠公報資料のグルーピング事業 

民間競争入札実施要項（案） 

 

特許庁 

 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18年法律第51号。以下「法」

という。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスに

よる利益を享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを

行い、その実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に

反映させることにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現すること

を目指すものである。上記を踏まえ、特許庁は、公共サービス改革基本方針（平成２４

年７月２０日閣議決定）別表において民間競争入札の対象として選定された本事業につ

いて、公共サービス改革基本方針に従って、民間競争入札実施要項（以下「実施要項」

という。）を定めるものとする。 

 

 

１．事業の趣旨 

特許庁では、年間約３万件の意匠登録出願があり、意匠審査用資料として外国意匠

公報や、公知資料といわれる内外国の雑誌・カタログ・インターネットに掲載されて

いる新製品の図や写真等のデザイン情報をデータ化したものを年間約２０万件作成

している。意匠審査には登録要件の一つとして新規性要件があり、常に新たなデザイ

ン情報を収集することが必須であるが、これらの審査用資料は年々増大するため、常

に安定した審査期間を維持するためには、膨大な数の審査用資料を効率良く参照する

ことが課題である。 

 一方、出願された意匠が登録された場合、出願人企業等はその意匠権を基に意匠を

実施するため、出願後に発行された製品カタログ等の媒体には、登録意匠に非常に近

いデザイン情報が掲載されている。また、同じ意匠につき我が国を含む複数国の特許

庁に出願があった場合、我が国と同様の外国意匠公報が発行されている可能性があ

る。 

そこで、登録された出願意匠各件と比較して、実質的に同一または類似する審査用

資料をあらかじめ検索対象資料（公知資料及び外国意匠公報資料）の中から調査の上

特定し、当該登録意匠に関連づけた情報として、特許庁の審査用検索データベースに

付加しておけば、審査官が登録意匠１件を参照するだけで、それに似た公知資料等の

サーチを省略することが可能となり、審査の効率化が図られる。 

 精度を下げることなく効率的な意匠審査を行うためには、意匠に係る物品及び形態

を基準に意匠の同一・類似を判断した、的確で信頼性の高いグルーピングを実施する

資料２－２
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必要がある。 

 

 

２．事業の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき業務の質に関する事項 

（１）事業の詳細な内容 

① 基本業務 

イ 調査業務 

発注対象の登録意匠各件について、その出願の日から２年後までの期間の意

匠審査資料（特許庁が貸与する公知資料及び外国意匠公報資料）を目視調査し、

さらに、発注対象の登録意匠のうち、外国を第１国出願とし優先権主張に基づ

いて我が国に出願された意匠については、出願の日から６月前までの期間の意

匠審査資料（特許庁が貸与する外国意匠公報資料）を目視調査し、当該登録意

匠と同一または類似の意匠の資料を選出特定する。 

ロ 相関情報及び報告書作成業務 

特定した資料を当該登録意匠と再度比較検討し、資料それぞれに、別添の基

準により、３段階のグルーピングレベル（実施物・バリエーション・類似）の

いずれかに該当するかを判断する。 

登録意匠各件につき、グルーピングレベルのデータ（以下「相関情報」とい

う。別添資料３の仕様の CSV データ）及び報告書（別添資料４の仕様の Word

ファイル）を作成し、特許庁に納入する。 

② 業務量 

イ 発注予定件数 

＜１年目＞ 

特許庁の指定する期間（平成２５年９月以降の約１年間を予定）に出願され

た意匠登録出願のうち、登録された意匠 約２９,０００件 

＜２年目＞ 

特許庁の指定する期間（平成２６年９月以降の約１年間を予定）に出願され

た意匠登録出願のうち、登録された意匠２２,１００件（固定分）及び残りの

登録された意匠の件数（変動分※） 

＜３年目＞ 

特許庁の指定する期間（平成２７年９月以降の約１年間を予定）に出願され

た意匠登録出願のうち、登録された意匠２２,１００件（固定分）及び残りの

登録された意匠の件数（変動分※） 

※変動分は、外部要因である出願数及び登録率によって決まる件数である（変

動分の件数＝出願数（特許庁の指定する期間に出願された意匠登録出願数）×

登録率（その出願の中で登録され意匠登録公報が発行されたものの割合）－固
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定分の件数）。過去の事業における意匠登録件数の実績については別添資料１

２を参照のこと。 

ロ 調査対象の意匠審査資料 

＜１年目＞ 

・公知資料     約３７０，０００件 

（３年分 （平成２５年９月から平成２８年８月）※１） 

・外国意匠公報資料 約３６０，０００件 

（３年半分（平成２５年３月から平成２８年８月）※２） 

＜２年目＞ 

・公知資料     約３７０，０００件 

（３年分 （平成２６年９月から平成２９年８月）※１） 

・外国意匠公報資料 約３６０，０００件 

（３年半分（平成２６年３月から平成２９年８月）※２） 

＜３年目＞ 

・公知資料     約３７０，０００件 

（３年分 （平成２７年９月から平成３０年８月）※１） 

・外国意匠公報資料 約３６０，０００件 

（３年半分（平成２７年３月から平成３０年８月）※２） 

※１ 約１年分の登録意匠に対して、その各出願日以後の２年分の範囲を調

査対象とするため。 

※２ 発注対象の登録意匠中、外国を第１国出願としたパリ条約の優先権主

張を伴う出願については、日本への各出願日より前の６月分及び各出

願日以後の２年分（計２年半分）の範囲を調査対象とするため。 

※  事業最初に貸与する資料のほか、特許庁が作成する最新の意匠審査資

料を月次受入れ、調査対象に用いる。（別添資料５参照） 

③ 貸与物件 

本事業の実施に際し、民間事業者は必要に応じて以下を無償で借り受けて利用

することができる。貸与を受けた物件は事業終了後、速やかに返却すること。 

 

なお、民間事業者は、平成２７年４月以降に発行された意匠公報については、

特許庁のＨＰからダウンロードをすること。 

イ 特許庁発行の意匠公報情報 CD-ROM 

ロ 特許庁作成の公知資料データ DVD-R（書誌事項及びイメージ） 

ハ 特許庁作成の外国意匠公報資料データ DVD-R（書誌事項及びイメージ） 

ニ 上記イの平成２５年９月から平成２７年３月までの CD-ROM 

〔データ容量合計：約 30GB〕 
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ホ 上記ロ～ハの平成２５年３月から平成２８年２月まで作成分の DVD-R 

〔数量:約 450 枚、データ容量合計：約 900GB〕 

ヘ 登録意匠－類似意匠・関連意匠の情報 

ト 意匠課編 日本意匠分類－ロカルノ国際分類対照表 

チ 意匠課編 日本意匠分類－米国意匠分類対照表 

リ 意匠課編 日本意匠分類－韓国意匠分類対照表 

ヌ その他、特許庁担当者が事業実施上必要と認めたもの 

④ 実施方法 

民間事業者は、事業開始日からの全体スケジュール、実施体制、実施機関の連

絡体制等について、契約締結後、速やかに特許庁担当者に書面にて説明すること。

実施内容については、特許庁担当者と十分な打ち合わせを行うこと。 

イ 実施体制 

・ 民間事業者は、統括管理者、作業管理者、データ管理者、調査作業者、報

告書作成者を定めること。なお、これらは兼務することができる。 

・ 民間事業者は、特許庁との連絡担当者（以下「連絡担当者」という。）を

定め、特許庁との連絡を行うこと。なお、統括管理者又は作業管理者はこ

れを兼務することができる。 

・ 統括管理者は、事業全体の運行を統括管理すること。 

・ 作業管理者は、作業種別毎に具体的で的確性を担保した作業工程を示した

作業マニュアルを作成し、連絡担当者を通じて特許庁担当者と調整を行う

こと。作業マニュアルは事業遂行中必要に応じて加筆修正し、その都度特

許庁担当者に報告し、連携して作業を進めること。 

・ 作業管理者は、意匠の同一・類似の判断に関し検討すべき事例がある場合

には、連絡担当者を通じて特許庁担当者へ検討事例を報告の上、特許庁担

当者と協議を行うこと。協議結果については、速やかに作業マニュアルに

反映すること。 

・ 作業管理者は、作業マニュアルの内容を事業従事者に遵守徹底させるこ

と。 

・ 作業管理者は、納入物件に対し、特許庁担当者からグルーピングの基準が

適切に適用されていないと指摘を受けた場合には、速やかに基準の徹底を

図ること。 

・ データ管理者は、事業実施のために使用するデータ（特許庁が貸与するデ

ータ及びこれを加工したデータ）並びに納入物件データ及び提出物件デー

タの管理を行うこと。 

・ 調査作業者は、別添資料２に示す基準により、特許庁が貸与する意匠審査

資料の目視調査を行うこと。 
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・ 報告書作成者は、調査作業者の調査結果を精査し、相関情報及び報告書を

作成すること。 

・ 連絡担当者は、事業を進めるに際し、調査方法等を特許庁担当者に報告し、

変更が生じた場合は、速やかに報告し、特許庁担当者と連携して進めるこ

と。 

ロ 調査環境 

民間事業者は、本調査に用いる特許庁貸与のデータを本事業用のコンピュ

ータシステムに追加し、書誌項目で検索可能とする処理を行い、下記に示す

ように(ｲ)発注対象の登録意匠データ及び(ﾛ)その出願日以後の２年分の公知

資料データ及び外国意匠公報資料データ並びに出願日より前の６月分の外国

意匠公報資料データを閲覧可能な環境を用意すること。 

(ｲ) 登録意匠データを、日本意匠分類・出願日・登録日等で検索し、

目視可能とする環境。 

(ﾛ) 意匠審査資料（公知資料及び外国意匠公報資料）を日本意匠分

類・文献受入日・発行日・公知日（範囲指定）で検索し、目視可

能とする環境。 

特許庁が作成し月次貸与する最新の意匠審査資料を随時追加可能とする

こと。 

本事業を実施するために必要な物品及び付帯設備は、民間事業者が用意す

ること。 

ハ 作業スケジュール等の作成と事業管理 

統括管理者は、特許庁から提供される「意匠審査スケジュール表」（サンプ

ルは別添資料８）により、作業年度上半期及び下半期の意匠分類分野別の審査

着手時期を確認の上、審査着手時期より２ヶ月前を目安に、その分類の登録意

匠に関する相関情報及び報告書の納入ができるよう、事業の年間納入計画及び

作業スケジュールを作成し、特許庁担当者に提出の上、作業及び納入管理を行

うこと。 

（例えば、平成２８年９月に審査着手する分野のグルーピングは、６月末の

納入時にその分類の意匠に関する相関情報及び報告書が納入できるような作

業スケジュールを作成すること） 

また、意匠審査は、意匠分類分野ごとに基本的に上半期及び下半期に１回ず

つ（年２回）行われているため、各分類分野とも相関情報及び報告書を年２回

納入すること。 

・ 基本的に、着手時期の早い分類を優先して納入すること。 

・ 納入時期について、初年度の上半期初めに審査着手がなされる分類につ

いては、上半期ではなく下半期の着手時期を基準としてよいが、翌下半
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期納入については次年度上半期の着手時期を考慮した納期とし、最終的

に全分野について２回の納入が年度内に完了するように、年間納入計画

及び作業スケジュールを作成すること。 

・ 「意匠審査スケジュール表」は四半期ごとに審査終了情報の追加等更新

が行われるため、最新の審査スケジュールを参照の上、審査着手時期に

変更があった場合には、可能な限り納入計画及び作業スケジュールの見

直しを行うこと。 

・ 納入時に作業進捗状況、納入状況を提出すること。 

・ 作業スケジュールに遅れが生じた場合、及び、遅れが生じそうな場合に

は、連絡担当者は特許庁担当者に速やかに連絡し、特許庁担当者と連携

して、実施体制に関して見直しを図ること。 

ニ グルーピング作業 

下記(ｲ)～(ﾊ)のグルーピング作業は上記作業スケジュールを基に、原則とし

て、発注対象の登録意匠のうち、出願日の早いものより順に進めること。 

(ｲ) 目視調査  

調査作業者は、発注対象の登録意匠と対比しながら、当該意匠の出願日か

ら２年後までの資料を目視調査し、意匠に係る物品及び意匠の形状及び模様

の観点から、登録意匠と同一・類似する資料を的確に選出特定すること。（別

添資料２参照） 

なお、発注対象の登録意匠のうち、外国を第１国出願とし、優先権主張に

基づいて我が国に出願された意匠については、当該意匠の出願日の６月前ま

での範囲の外国意匠公報資料も対象に加えて調査すること。（例：外国を第

１国出願とした平成２５年１２月８日日本出願の登録意匠の場合、目視調査

対象は、平成２５年１２月８日～平成２７年１２月７日までの２年分の意匠

審査資料のほか、平成２５年６月８日から出願日まで（出願前６月分）の外

国意匠公報資料も対象） 

・ 的確な調査が効率的に行えるよう、意匠を物品分野別、出願時期別にバ

ッチ分けして調査範囲を絞る等して目視調査を行ってもよい。 

・ 意匠の同一・類似に関する判断は、意匠に係る物品並びに意匠の形状及

び模様に基づいて行うこと。 

・ 意匠の同一・類似に関する判断が、各作業者の主観によって不統一にな

ることが無いように、また、単純な錯誤等による不良情報が無いよう、

調査の的確性を担保可能な工程で調査を行うこと。 

・ 意匠の同一・類似に関する判断の難易度の高い物品分野があった場合も、

判断の際重視する特徴点をあらかじめ統一しておくなど、調査の的確性

を担保可能な工程で調査を行うこと。 
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(ﾛ) 相関情報及び報告書作成 

報告書作成者は、上記の調査作業で特定した資料を当該登録意匠と再度比

較検討した上、資料それぞれに、以下の３段階のグルーピングレベル（実施

物、バリエーション、類似）のいずれに該当するかを判断し（別添資料２参

照）、相関情報（別添資料３の仕様の CSV データ）及び報告書（別添資料４

の仕様の Word ファイル）を作成すること。 

《実施物》 

…登録意匠と同一物品、同一形状、同一模様であり、かつ登録意匠

の権利者と公知資料の製造者や販売者が同じもの 

《バリエーション》 

…登録意匠と同一物品、同一形状、同一模様であり、登録意匠の権

利者と、公知意匠の製造者や販売者が異なるもの（関係が不明な

場合を含む） 

《類似》 

…登録意匠と同一物品で、形状又は模様がよく似たもの 

報告書はグルーピングレベルがバリエーションまたは類似と判断した場

合に作成し、その際には当該登録意匠及びグルーピングした各資料につき以

下をコメント記載すること。 

・ バリエーションまたは類似と判断した理由 

（例：権利者と製造者または販売者が相違する（製造者または販売者名）、

付属物の有無及び内容等） 

(ﾊ) 情報検査 

意匠の同一・類似に関する判断が、各作業者の主観によって不統一になる

ことがないように、また、単純な錯誤等による不良情報がないように、当該

案件の作業を行った者以外の者（作業管理者等）が相関情報の内容を検査し、

必要に応じて修正すること。    

⑤ 納入物件と納入方法 

イ 納入物件 

納期までに、以下の物件を別添資料３及び別添資料４に定めた納入仕様に定め

た形式にして、引き渡すことにより納入すること。 

・相関情報（ＣＤ－Ｒ媒体）  １式 

・報告書 （ＣＤ－Ｒ媒体）  １式 

ロ 納入日 

相関情報及び報告書の納入日は、以下の日とする。 

（すなわち、平成２８年６月３０日（木）、９月３０日（金）、１２月２２

日（木）、平成２９年３月２４日（金）、６月３０日（金）、９月２９日（金） 
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１２月２２日（金）、平成３０年３月２３日（金）、６月２９日（金）、９月

２８日（金）、１２月２１日（金）、平成３１年３月２２日（金）） 

また、上記のとおり１年度当たり４回納入する中で、各分類分野について、

意匠審査スケジュールに合わせて年度の上半期と下半期に１回ずつ（年２回ず

つ）納入する。 

納入物件に不備があった場合には速やかに再納入する。納入の最終期限は、

平成３１年３月２９日（金）とする。 

ハ 納入場所 

特許庁審査第一部意匠課 

⑥ 提出物件と提出方法 

以下のイ～ニを提出する。 

なお、イ及びロは各年度当初に、ハは納入時に、ニは事業当初及び内容に変更

が生じた時に提出すること。 

提出場所は、特許庁審査第一部意匠課とする。 

イ 年間納入計画 

ロ 作業スケジュール 

ハ 作業進捗状況、納入状況（別添資料６及び別添資料７の様式による） 

ニ 作業マニュアル（その他付随する詳細マニュアル含む） 

⑦ 契約終了時に行う引継の方法 

最終納入期限までに、特許庁からの貸与物を返却すること。 

作業マニュアル（付随する詳細マニュアル含む）は、次期事業者が円滑に作業

をできる記載となっているか、作業終了後に確認をしたうえで納入をすること。 

特許庁は、本業務開始するまでの間に業務内容を明らかにした書類等により、民

間事業者に業務の引継を行うものとする。 

また、本業務の終了に伴い民間事業者が変更となる場合には、特許庁は、作業

マニュアル等をもとに次期事業者への引継を行うものとする。ただし、必要に応

じて特許庁が、業務終了前に民間事業者に対し、引継に必要な資料等を求めた場

合は、民間事業者は応じることとする。 

 

（２）確保されるべき業務の質 

本業務を実施するに当たって、確保されるべき質として求められるものは、以下

のとおりである。なお、特許庁は、質の確保状況について、８（１）①に示す報告

及び２（１）⑤に示す納入物件により、納入時に確認（モニタリング）する。 

 

① 発注対象の各登録意匠について、調査対象資料を調査し、別添資料２に示す基

準に従って「実施物」、「バリエーション」、「類似」のグルーピングレベルに
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該当する意匠を収集し、相関情報を作成すること。 

② 「バリエーション」、「類似」のグルーピングレベルを付与した調査対象資料

に対しては、その理由を適切に表した報告書を作成すること。 

③ 相関情報及び報告書の納入後、契約期間内に誤りが確認された場合、民間事業

者は全ての相関情報及び報告書を再検証した上で誤りを修正し、再度納入するこ

と。  

④ 特許庁の公表する意匠審査スケジュールに合わせた事業スケジュールを厳守

すること。 

 

（３）契約の形態及び支払 

① 契約の形態 

契約の形態は請負契約とする。 

② 契約金額の支払い 

契約金の支払いについては、業務を完了し納入した日本の登録意匠の数量に対

して契約単価を乗じて算出した金額を支払う。 

支払いに当たり、民間事業者は、８．（１）①に示す報告及び２．（１）④～⑤

に示す提出・納入物件や業務の完了を確認できる書類等を特許庁に提出する。特

許庁は、民間事業者から業務の完了を確認できる書類を受理した日から１０日以

内に納入物件の検査を行った上で、引渡しを受け、民間事業者から適法な支払請

求書を受理したときは、当該請求書を受理した日から３０日以内に民間事業者に

対して対価を支払うものとする。 

なお、適正な業務がなされていない場合には、特許庁は民間事業者に対し、再

度業務を行うよう指示するとともに、業務の改善策の作成・提出を求めるものと

する。業務の適正かつ確実な実施が確認できない限り支払いは行わない。 

民間事業者の責めに帰すことができない事由により、事業内容や業務量が予定

の範囲を超えて大きく変動し、本事業の契約が著しく不合理であると認められる

場合には、民間事業者は書面により契約の内容の変更を申し入れることができる

ものとする。 

 

 

３．実施期間に関する事項 

請負契約の契約期間は、平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日まで（３年） 

 

 

４．入札参加資格に関する事項 

（１）法第１５条において準用する法第１０条（第１１号を除く）に抵触しない者であ

ること。  
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（２）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者

であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同

意を得ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。 

（３）予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（４）次のいずれかに該当する者であること。 

  ①経済産業省所管の契約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領（昭和３８年６月

２６日付け３８会第３９１号。以下「要領」という。）により、平成２５・２６・

２７年度経済産業省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、

「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされている者であること。 

  ②要領により、平成２５・２６・２７年度競争参加資格（全省庁統一資格）「役務

の提供等」の「Ｄ」の等級に格付けされた者であって、本入札公告の調達案件と

同等以上の仕様の役務を提供した実績を証明できる者であること。 

（５）経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者  

ではないこと。 

（６）入札参加者が本実施要項に定める業務のすべてを単独で遂行することができない

場合には、入札書類提出時までに業務のすべてを共同で遂行することにより入札

に参加する入札参加グループを結成し、入札に参加することができる。その際、

入札参加グループ員とし、入札参加グループ員のうち１名を代表者とすること。

なお、入札グループ員は、他の入札参加グループに参加し、又は単独で入札に参

加することはできない。また、入札参加グループを結成した場合には、すべての

入札参加グループ員は、入札参加グループ結成に関する協定書（又はこれに類す

る書類）を作成しなければならない。入札参加グループ員は、上記（１）～（３）、

（５）の用件を満たしていること。（４）の参加資格要件については、入札参加グ

ループとして満たしていることを示す資料を代表者が提出すること。 

 

５．入札に参加する者の募集に関する事項 

（１）入札のスケジュール 

① 入札公告：       平成２７年１２月上旬 

② 入札説明会、グルーピング作業内容説明会： 平成２７年１２月中旬 

③ 質問受付期限：       平成２７年１２月下旬 

④ 入札書類提出期限：      平成２８年 １月中旬 

⑤ 提案書の審査等：      平成２８年 １月下旬 

⑥ 開札：        平成２８年 ２月上旬 

⑦ 契約締結       平成２８年 ４月１日 

※入札書類のうち提案書について、その審査に際しその内容のプレゼンテーション

を行う機会を設けて、説明を求めることがある。 

 

（２）入札の実施手続 

① 入札説明後の質問受付 

入札公告以降、特許庁において入札説明書の交付を受けた者は、本実施要項の

内容や入札に係る事項について、入札説明会後に、特許庁に対して質問を行うこ
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とができる。質問は原則として電子メールにより行い、質問内容及び特許庁から

の回答は原則として入札説明書の交付を受けたすべての者に公開することとす

る。 

ただし、民間事業者の権利や競争上の地位等を害するおそれがあると判断され

る場合には、質問者の意向を聴取した上で公開しないように配慮する。 

② 提出書類 

民間競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、次に掲げる書

類を別に定める入札公告書及び入札仕様書に記載された期日と方法により、指定

する場所まで提出すること。  

イ 平成２５・２６・２７年度資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し 

ロ 入札金額（契約期間内に発注される登録意匠１件当たりの単価（契約金額）

の１０８分の１００に相当する金額）を記載した書類（入札書）  

ハ 総合評価のための業務運営の具体的な方法及びその質の確保の方法等に関

する書類（以下「提案書」という。）  

二 法第１５条において準用する法第１０条に規定する欠格事由のうち、暴力団

排除に関する規定について評価するために必要な書類 

③ 提案書の内容  

別添資料９「提案資料作成要領」参照 

 

 

６．事業を実施する者を決定するための評価の基準その他の事業を実施する者の決定に

関する事項 

本業務を実施する者（以下「落札者」という。）の決定は、総合評価方式によるも

のとする。落札者決定に当たっての質の評価項目の設定は、「評価項目一覧」（別添資

料１０）のとおり。なお、評価は、特許庁内に設置する外部有識者を含めた技術審査

委員会において行う。 

 

（１）落札者を決定するための評価基準 

① 技術点（得点配分 200 点） 

技術評価は、提出された企画書の内容が、事業の趣旨に沿った実行可能なもの

であるか（必須項目）、また、効果的なものであるか（加点項目）について行い、

必須項目審査の得点（以下「基礎点」という。）と加点項目審査の得点（以下「加

点」という。）の合計点を技術点とする。 

イ 基礎点（50 点） 

「評価項目一覧」（別添資料１０）の必須項目について審査を行い、そのす

べてを満たしている提案には基礎点 50 点を与え、その一つでも満たしていな

い場合は失格とする。 

ロ 加点（150 点満点） 
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必須項目の審査で合格になった入札者に対して、「評価項目一覧」（別添資料

１０）上の「加点」の項目について審査を行う。効果的な実施が期待されてい

るかという観点から、入札参加者の企画提案を絶対評価することにより加点す

る。 

評価者は、加点項目ごとに入札参加者の企画書の内容を比較し、各入札参加

者に対して、その程度により０点から各項目の満点までを付与する。 

② 入札価格点（得点配分 100 点） 

入札価格に係る評価点については以下の計算方法により、事業者が提示した

入札価格に応じて得点が計算される。なお、入札価格に係る得点配分は 100 点

とする。 

（１－入札価格／予定価格）×入札価格に係る得点配分（100 点） 

 

（２）落札者の決定 

① 落札方法 

次の要件をともに満たしている者のうち、「② 総合評価点の計算」によって

得られた数値の最も高い者を落札予定者とする。 

イ 入札価格が予定価格の範囲内であること。 

ロ 「評価項目一覧」（別添資料１０）に記載される要件のうち必須とされる項

目を、すべて満たしていること。 

② 総合評価点の計算 

総合評価点 ＝ ［技術点］ ＋ ［入札価格点］ 

＝［基礎点（50 点）＋加点（150 点満点）］＋［（１－入札価格／予定価格）×

100 点］ 

③ その他 

イ 必須審査項目を全て満たしている者のうち、予定価格の制限に達した入札金

額の入札がない場合は、直ちに再度の入札を行う。また、再度の入札をしても

落札者がないとき又は再度の入札公告によると本業務の実施の準備に必要な

期間を確保することができない等のやむを得ない事業がある場合には、入札対

象事業を自ら実施すること等ができる。この場合において、特許庁はその理由

を公表するとともに、官民競争入札等監理委員会に報告する。 

ロ 落札予定者となるべき者の入札価格によっては、その者により本契約の内容

に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契

約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し

く不適当であると認められるときは、予定価格の範囲内の価格をもって入札を

した他の者のうち、総合評価点の最も高い１者を落札者とすることがある。 

ハ 同点により落札予定者となるべき者が２者以上あるときは、くじによって落

札予定者を決定する。また、当該入札者のうち、くじを引かない者があるとき
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は、これに代わって入札事務に関係のない特許庁の職員にくじを引かせ落札者

を決定する。 

ニ 特許庁は、落札者が決定したときは、遅滞なく、落札者の氏名又は名称、落

札金額、落札者の総合評価点等について公表するものとする。 

 

（３）落札者が決定しなかった場合の措置 

特許庁は、初回の入札において入札参加者がなかった場合又は必須項目をすべて

満たす入札参加者がなかった場合は、入札条件を見直し、再度入札公告に付するこ

ととする。 

 

 

７．事業に関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

別添資料１２「従来の実施状況に関する情報の開示」参照 

 

 

８．民間事業者が特許庁に報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置そ

の他本業務の適正かつ確実な実施の確保のために民間事業者が講ずべき事項 

（１）民間事業者が報告すべき事項 

① 報告等 

２．（２）で設定した業務の質の確保がなされていることを確認するため、民

間事業者は、以下について特許庁に報告すること。特許庁は、報告を受け、業務

の適正かつ確実な実施を確保するため、必要に応じ民間事業者との情報交換の場

を設けるものとする。また、特許庁は、民間事業者から受けた報告について取り

まとめの上、年度毎に公表するとともに、官民競争入札等監理委員会に報告する

ものとする。 

イ 報告の内容 

２．（１）⑥ハの作業進捗状況、納入状況 

ロ 期日 

平成２８年６月３０日（木）、９月３０日（金）、１２月２２日（木）、平成

２９年３月２４日（金）、６月３０日（金）、９月２９日（金）、１２月２２日

（金）、平成３０年３月２３日（金）、６月２９日（金）、９月２８日（金）、１

２月２１日（金）、平成３１年３月２２日（金） 

② 調査 

特許庁は、本業務の適性かつ確実な実施を確保するために、必要があると認め

るときは法第 26 条第 1 項に基づき、民間事業者に対して、必要な報告を求め、

又は事務所等に立ち入り、実施の状況若しくは帳票、書類その他の物件を検査し、

若しくは関係者に質問することができる。 
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立入検査をする特許庁の職員は、検査等を行う際には、当該検査が法第 26 条

第 1 項に基づくものであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示

す証明書を携行し、関係者に提示することとする。  

③ 指示 

特許庁は、本業務を適正かつ的確に実施させるために、必要があると認めると

きは、民間事業者に対し、必要な措置をとるべきことを指示することができる。

なお、上記によらず、業務の質の低下につながる問題点を確認した場合は、指示

を行うことができるものとする。 

 

（２）秘密を適正に取り扱うための措置 

民間事業者は、本業務に関して特許庁が開示した情報等（公知の事実等を除く。）

並びに業務遂行過程で作成した納入物件及び提出物件等に関する情報を漏洩して

はならないものとし、そのための必要な措置を講ずること。民間事業者（その者が

法人である場合にあっては、その役員）若しくはその職員、その他の本業務に従事

している者又は従事していた者は業務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはな

らない。これらの者が秘密を漏らし、又は盗用した場合には、法第 54 条により罰

則の適用がある。 

なお、当該情報等を本業務以外の目的に使用又は第三者に開示してはならない。 

① 本事業に携わる者及び情報取扱責任者の届出 

イ 民間事業者は、本事業を行うにあたり事前に事業に携わる役員、従業員を特

定し特許庁担当者に届出ること。また、その中から機密保持義務を履行するた

め情報取扱責任者又は情報取扱責任者の指名する者（以下「情報取扱責任者等」

という。本事業に携わる他の作業者を兼ねることができる。）を定め、特許庁

に届出ること。なお、特許庁に届け出た以外の者が当該業務を遂行しないこと。 

ロ 印刷や運搬、システム開発等を除き委任又は再請負をしないこと。ただし、

特許庁が許可した場合、民間事業者に所属する役員、従業員又は民間事業者の

許可した者に限り本事業に携わることができる。 

ハ 民間事業者は、本事業に携わる者へ機密情報の保持についての教育を徹底し、

これを担保するために役員、従業員との間で機密保持契約の締結、機密保持に

係る誓約書、又は職務規程等による措置を講じること。 

② 作業場所等 

イ 各作業者は民間事業者が直接管理する施設内で業務を行うこと。ただし、特

許庁担当者から特に指示があった場合には、特許庁担当者が指定した場所にお

いて行うこと。 

ロ 民間事業者において本事業の業務以外の他の業務も行っている場合は、本事

業の業務が行われている場所と他の業務が行われている場所を、明確に区別す
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ること。 

ハ 作業者以外の者が本事業で使用する電子データにアクセスできないように

すること。ただし、特許庁担当者から特に指示があった場合には、指示に従う

こと。 

③ 貸与物の受け渡し及び保管 

イ 本事業を実施するにあたり貸与する情報のうち公知資料データについては

機密情報にあたるため、情報取扱責任者等が直接手交にて受領すること。また、

この際、民間事業者は「機密情報受領書」を発行し、特許庁担当者に手交する

こと。 

ロ 情報取扱責任者等は、機密情報を保管庫にて常時施錠保管（電子情報として

保管する場合は暗号化、若しくはパスワードによる保護を行った上、アクセス

制御を実施し、アクセスログを取得）する等、漏洩、盗難、紛失、あるいは他

の資料と混同する恐れのない様、最大限の注意義務をもって厳重に管理するこ

と。 

ハ 特許庁が貸与した機密情報は本事業実施のためにのみ限定して使用するも

のとし、本事業実施のために知る必要のある役員、従業員以外に開示、閲覧等

させず、第三者に譲渡、漏洩しないこと。 

④ 相関情報及び報告書の管理 

イ 相関情報及び報告書は機密情報にあたるため、情報取扱責任者等が、保管庫

にて常時施錠保管（本事業実施のために知る必要のある役員、従業員に閲覧さ

せるため電子情報として保管する場合は暗号化、若しくはパスワードによる保

護を行った上、アクセス制御を実施し、アクセスログを取得）等、漏洩、盗難、

紛失、あるいは他の資料と混同する恐れのない様、最大限の注意義務をもって

厳重に管理すること。 

ロ 相関情報及び報告書として作成した電子データを、民間事業者の費用負担に

より上記イの方法で納入から少なくとも１年間保存すること。 

ハ 相関情報及び報告書データをハードドライブやサーバに保存する場合は、そ

のハードドライブ又はサーバにアクセス可能な PCすべてについてログインパ

スワードを設け、情報取扱責任者及び本事業の作業者のみがアクセスできる環

境にすること。 

⑤ 生成物の廃棄  

民間事業者は、上記④により保存した相関情報及び報告書の電子データ並びに

保存の必要がない中間生成物を廃棄する場合には、記録媒体の初期化やシュレッ

ダーによる廃棄等、確実に復元不可能な状態にすること。 

⑥ 納入後の情報管理 

民間事業者は、本事業において機密情報を扱ったあらゆる電子機器等につい
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て、当該電子機器が転用、廃棄、レンタル返却等により本事業実施担当者以外の

者の管理下に置かれる場合には、あらかじめ電子機器等の内部に蓄積された、公

知資料データ、相関情報及び報告書データを復活できない状態にすること。 

また、本事業終了後（機密情報を納入、返却、廃棄等した後）、当該機密情報

について、本事業に定める機密保持義務は期限の定めなく有効に存続する。 

⑦ 納入及び貸与物の返却 

作成した納入物件の納入、及び貸与物の返却に際しては、民間事業者の当該作

業施設から特許庁担当者に引き渡されるまでの搬送過程において、第三者に開示

されていないことを確実に証明できる手法（密封し封印や封緘を付す等）で行い、

情報取扱責任者等から特許庁担当者に必ず手交すること。貸与物の返却は最終納

入期限までとすること。 

 

（３）契約に基づき民間事業者が講ずべき措置     

① 請負業務の開始及び中止    

イ 請負業務の開始 

民間事業者は、締結された本契約に定められた業務開始日に、確実に本業務

を開始しなければならない。 

ロ 本業務の中止 

民間事業者は、やむを得ない事由により、本業務を中止しようとするときは、

あらかじめ、特許庁の承認を受けなければならない。   

② 公正な取扱い    

イ 民間事業者は、本業務の実施に当たって、作業客体を具体的な理由なく区別

してはならない。   

ロ 民間事業者は、作業客体の取扱いについて、自らが行う他の事業の利用の有

無により区別してはならない。 

③ 金品等の授受の禁止    

民間事業者は、本業務において金品等を受け取ること又は与えることをしては

ならない。 

④ 宣伝行為の禁止    

イ 本業務の宣伝 

民間事業者及び本業務に従事する者は、特許庁や「登録意匠と公知資料及び

外国意匠公報資料のグルーピング事業」の名称やその一部を用い、本業務以外

の自ら行う業務の宣伝に利用すること（一般的な会社案内資料において列挙さ

れる事業内容や受注業務の１つとして事実のみ簡潔に記載する場合等を除

く。）及び当該自ら行う業務が本事業の業務の一部であるかのように誤認させ

る恐れのある行為をしてはならない。 
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ロ 自らが行う事業の宣伝 

民間事業者は、本業務の実施に当たって、自らが行う事業の宣伝を行っては

ならない。 

⑤ 法令の遵守 

民間事業者は、本業務を実施するにあたり適用を受ける関係法令等を遵守しな

くてはならない。 

⑥ 安全衛生 

民間事業者は、本業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理について

は、責任者を定め、関係法令に従って行わなければならない。 

⑦ 記録及び帳簿    

民間事業者は、実施年度ごとに本業務に関して作成した記録や帳簿書類を、翌

年度より５年間保管しなければならない。    

⑧ 権利の譲渡    

民間事業者は、原則として、本契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第

三者に譲渡してはならない。    

⑨ 権利義務の帰属等    

イ 納入物件及び提出物件に関する著作権及び電子データ等の所有権は特許庁

に帰属する。  

ロ 民間事業者は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、

特許庁の承認を受けなければならない。    

⑩ 契約によらない自らの事業の禁止    

民間事業者は、本業務を実施するに当たり、特許庁の許可を得ることなく自ら

行う事業又は特許庁以外の者との契約（特許庁との契約に基づく事業を除く。）

に基づき実施する事業を行ってはならない。 

⑪  所得した個人情報の利用の禁止 

民間事業者は、本業務によって取得した個人情報を、自ら行う事業又は特許庁

以外の者との契約（本業務を実施するために締結した他の者との契約を除く。）

に基づき実施する事業に用いてはならない。 

⑫  再委託の取扱い   

イ 全部委託の禁止 

民間事業者は、本業務の実施に当たり、その全部を一括して再委託してはな

らない。 

ロ 再委託の合理性等 

民間事業者は、本業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合

は、原則としてあらかじめ企画書において、再委託に関する事項（再委託先の

住所・名称、再委託先に委託する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び
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必要性、再委託先の業務履行能力並びに報告徴収その他運営管理の方法）につ

いて記載しなければならない。 

ハ 契約後の再委託 

民間事業者は、契約後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委

託に関する事項を明らかにした上で特許庁の承認を受けなければならない。 

ニ 再委託先からの報告 

民間事業者は、上記ロ又はハにより再委託を行う場合には再委託先から必要

な報告を徴収することとする。 

ホ 再委託先の義務 

再委託先は、上記８．（２）及び（３）②から⑪までに掲げる事項について、

民間事業者と同様の義務を負うものとする。 

へ 民間事業者の責任 

再委託先の事業者の責めに帰すべき事由は、受託事業者の責めに帰すべき事

由とみなして、受託事業者が責任を負うものとする。 

⑬ 契約内容の変更    

民間事業者及び特許庁は、本業務の更なる質の向上の推進又はその他やむを得

ない事由により本契約の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由

を提出し、それぞれの相手方の承認を受けなければならない。 

上記やむを得ない事由とは、例えば、法律改正に伴う作業の見直し等がそれに

当たる。 

⑭ 契約の解除 

特許庁は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除すること

ができる。 

イ 法第 22 条第１項第 1 号イからチ又は同項第 2 号に該当するとき。 

ロ 暴力団員を業務統括する者又は従業員としていることが明らかになったと

き。 

ハ 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していること

が明らかになったとき。   

⑮  契約解除時の取扱い    

イ 契約解除時の請負報酬の支払い 

上記⑭に該当し、契約を解除した場合には、民間事業者はそれまでに業務が

完了した登録意匠についての相関情報及び報告書を特許庁に引き渡し、特許庁

は民間事業者に対し、引渡しを受けた物件に相当する対価を支払うものとする。 

ロ 契約解除時の違約金と本業務の完了 

イに該当する場合、民間事業者は、未納入数量に対して契約単価を乗じて算

出した金額の１００分の１０に相当する金額を違約金として特許庁が指定す
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る期日までに納付しなければならない。 

ハ 延滞金 

民間事業者が前項の規定による金額を国の指定する期日までに支払わない

ときは、その支払期限の翌日から起算して支払のあった日までの日数に応じて、

年１００分の５の割合で計算した金額を延滞金として特許庁に支払わなけれ

ばならない。 

ニ 損害賠償 

特許庁は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をする

ことができる。 

⑯ 不可抗力免責 

落札事業者は、上記事項にかかわらず、不可抗力により請負事業の全部又は一

部の履行が遅延しまたは不能となった場合は当該履行遅延または履行不能によ

る責任を負わないものとする。 

⑰ 契約の解釈    

本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と特許庁

が協議するものとする。 

 

 

９．本業務を実施するに当たり第三者に損害を加えた場合における損害賠償に関して民

間事業者が負うべき責任等 

本契約を履行するに当たり、民間事業者が、故意又は過失により第三者に損害を加

えた場合における、当該損害に対する賠償等については、次に定めるところによるも

のとする。 

 

（１）民間事業者に対する求償 

特許庁が国家賠償法（昭和 22 年法律第 125 号）第１条第１項等に基づき当該第

三者に対する賠償を行ったときは、特許庁は民間事業者に対し、当該第三者に支払

った損害賠償額（当該損害の発生について特許庁の責めに帰すべき理由が存する場

合は、特許庁が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）について求

償することができる。 

 

（２）特許庁に対する求償 

民間事業者が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 709 条等に基づき当該第三者に

対する賠償を行った場合であって、当該損害の発生について特許庁の責めに帰すべ

き理由が存するときは、当該民間事業者は特許庁に対し、当該第三者に支払った損

害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分について求償するこ

とができる。 
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（３）その他 

① 民間事業者が本契約に違反したことによって、又は民間事業者（その者が法人

である場合にあっては、その役員）若しくはその職員その他の本契約の履行に従

事する者が故意若しくは過失によって特許庁に損害を与えたときは、民間事業者

は、特許庁に対する当該損害の賠償の責めに任じなければならない。 

② 民間事業者は、民間事業者の責に帰すべき事由により、「２．（１）⑤ 納入物

件と納入方法」に定める納入期限を遅延したときは、遅延金として納入期限の翌

日から履行完了までの遅延日数１日及び該当登録意匠１件につき契約単価の５

パーセントの割合で計算した額を特許庁の指定する期間内に納付しなければな

らない。 

 

 

10．業務の評価に関する事項 

（１）実施状況に関する調査の時期 

特許庁は、内閣総理大臣が行う評価の時期（平成３０年６月予定）を踏まえ、当

該業務の実施状況については、平成３０年３月３１日時点における状況を調査する

ものとする。  

 

（２）調査の実施方法  

特許庁は、８．の報告等を基に、下記（３）の調査項目について必要な調査を行

い、従来の実績と比較考量すること等により、質の維持向上が達成されたかを評価

する。 

 

（３）調査項目 

２．（１）⑤の納入物件及び同⑥の提出物件 

 

（４）意見聴取等     

特許庁は、本業務の実施状況等の調査を行うに当たり、必要に応じ、民間事業者

から直接意見の聴取等を行うことができるものとする。  

 

（５）実施状況等の提出 

特許庁は、本業務の実施状況等について、１０．（１）の評価を行うため、平成

３０年６月を目途に内閣総理大臣及び官民競争入札等監理委員会へ提出するもの

とする。 

 

 

11．その他本業務の実施に際し必要な事項 
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（１）本業務実施状況等の監理委員会への報告及び公表 

特許庁は、法第 26 条及び第 27 条に基づく報告徴収、立入検査、指示等を行った

場合には、その都度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を官民競争入札等監理

委員会へ報告することとする。  

 

（２）特許庁の監督体制     

本契約に係る監督は、契約担当官等が自ら又は補助者に命じて、立会い、指示そ

の他の適切な方法によって行うものとする。本業務の実施状況に係る監督は、８．

により行うこととする。 

 

（３）主な民間事業者の責務     

① 法第 25 条第 2 項の規定により、本業務に従事する者は、刑法（明治 40 年法

律第 45 号）その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員と

みなされる。 

② 法第 54 条の規定により、本業務の実施に関し知り得た秘密を漏らし、又は盗

用した者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処される。 

③ 法第 55 条の規定により、報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を

拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽

の答弁をした者、あるいは指示に違反した者は、３０万円以下の罰金に処される。 

④ 法第 56 条の規定により、法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人

その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、法第 55 条の違反行為をした

ときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条の刑が科される。 

⑤ 会計検査について民間事業者は、会計検査院法（昭和 22 年法律第 73 号）第

23 条第１項第７号に規定する者に該当することから、会計検査院が必要と認め

るときには、同法第 25 条及び第 26 条により、同院の実地の検査を受け、又は同

院から資料・報告等の提出を求められ、若しくは質問を受ける場合がある。 

⑥ 本業務の実施に関し、民間事業者は、統計法（平成 19 年法律第 53 号）、個人

情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）その他関係法令を遵守するも

のとする。特に統計法は第 41 条において、同条に定める業務に関して知り得た

個人又は法人その他の団体の秘密を漏らしてはならないと定めており、民間事業

者はそのための措置を講ずること。 

 

（４）技術審査委員会の開催 

 特許庁は、落札者決定のための評価を行うに当たり、専門的技術的知見を得る

ために、特許庁及び外部有識者（１名）を構成員とする技術審査委員会を開催す

ることとする。 
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（５）評価委員会 

 特許庁は、本業務の実施状況の評価等を行うに当たり、専門的・技術的知見を

得るために、本業務の実施状況について、外部有識者を構成員とする評価委員会

へ報告を行う。 

 

（６）特許庁による研修 

 民間事業者が、落札決定後の準備期間に事業の実施方法に関する研修を求めた

場合、特許庁担当者は民間事業者とその内容、方法等について協議の上、支援を

行うこととする。 
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2.  
 
2.1.  

  
JIS X 6281-1992 120mm

(CD-ROM)(ISO/IEC10149)  
 
2.2.  

 
JIS X 0606-1990
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